
（年）

令和６年７月２日

山形県県土整備部

本報告書は、平成20年に制定した山形県公共調達基本条例に基づき、山形県議会に対して公共調達（県が支出負担行為に基づき行う調達）に係る入札契約制度の運用状況及び見直しの内容に関する報告を行うものである。

１ 鋼橋塗装工事における１級鋼橋塗装技能士配置の要件化（試行⇒本格実施） ２ 見積等で決定した単価や施工歩掛の事前公表 ３ 除雪業務の評価対象への空港の追加（県土部） 等
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県内の建設投資額は、平成23年度以降増加傾向にあったが、令和４年度は減少し、令和５年

度も横ばいで推移している。建設業者数も減少が続いている。

❶ ＩＣＴ活用及び週休二日確保工事の促進（R5.7～）

ＩＣＴ活用及び週休２日制の普及促進のため、いずれかの一つの実績での加点から、各々の実績毎

に１点加点する方法に見直した。

公共調達に係る入札契約制度に関する報告書（概要） 資料１

第１部 建設工事及び建設工事関連業務委託関係

入札契約制度を取り巻く状況等第１章

令和５年度及び６年度における入札契約制度の主な見直し第３章

令和５年度における入札契約制度の運用状況第２章

１ 建設工事関係

令和５年度

２ 建設工事関連業務委託関係

１ 建設工事関係 ２ 建設工事関連業務委託関係

➊ 建設投資額と建設業者数

➋ 県内受注率（件数ベース）

➋ 建設業就業者数 ➌ 設計労務単価（主要12職種平均） ➍ 建設業の収益性（売上高経常利益率） ➎ 建設業倒産件数

➊ 落札率（平均落札率の推移）

➌ 品質の確保（工事成績評定の平均点）

➋ 県内受注率（件数ベース）➊ 落札率（平均落札率の推移）

➌ 品質の確保（業務成績評定の平均点）

令和２年国勢調査結果では、建設業就業者数の

減少が進み、特に若年層の減少が鮮明になった。

東日本大震災の復興事業が本格化してから上昇傾向

が続いており、宮城県と差はあるものの全国上位。

近年の伸びは緩やかになっているが、東日本大震

災以降、改善が続いている。

この10年間、低い水準で推移してお

り、令和５年は前年と同じ９件。

平成20年度以降の上昇基調から、近年はほぼ横ばいになっており、高い水

準が継続している。

近年はほぼ横ばいで推移している。建設工事に比較すると、全体として

やや低い水準にある。

■ 公共投資 ※Ｒ6.6.25 R２～５改定値公表

出典：国土交通省「建設総合統計」

出典：総務省「国勢調査」 出典：東日本建設業保証㈱「建設業の財務統計指標」
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■ 一業者当たり建設投資額

■ 民間投資

▼ 建設投資額の推移

▼ 建設業者数と一業者当たり建設投資額の推移

❷ 災害復旧工事・道路除雪業務実績の評価方法の見直し（R5.7～）

加点の対象工事を「土木」,「とび・土工」,「舗装」に限定した外、実績が発注地域（７ブロック）

の内か外かで加点に差を設けた。

❶ 市町村発注の災害関係業務委託実績の評価（R5.7～）

地域貢献活動（災害関係業務の有無）の評価基準を見直し、激甚災害等における市町村発注業務委託

の実績を評価対象とした。

❷ 技術者の継続教育（ＣＰＤ）の評価方法の見直し（R5.7～）0

総合評価において評価するＣＰＤの取得単位の対象を、補償コンサルでは補償の分野のみ、他の業務

では補償以外の分野とした。
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その他運用等の見直し

❸ ＩＣＴ活用工事における部分活用等の推進（R6.7～）

ＩＣＴ活用工事の拡大のため、同工事に必要な５プロセス全てを活用する工事（フル活用）の評

価点を引き上げるほか、２以上のプロセスでＩＣＴを活用する「部分活用」も加点対象とする。

❹ 若手・女性技術者評価型の対象工事の拡大（R6.7～）

若手・女性技術者の育成のため実施している総合評価落札方式の同評価型において、対象工種を「土

木一式工事」に限定する運用を改め、全ての工種で設定可能とする。



第２部 物品及び役務等の調達関係

第１章 令和５年度における入札契約制度の運用状況

物品の調達状況
○ 予定価格が160万円を超える物品は、原則として条件付一般競争入札により調達。
◇ 物品調達件数（予定価格160万円超)：775件（前年度＋99件）

競争入札によるもの：391件（50.5％） 随意契約によるもの：384件（49.5％）
・ 競争入札による調達は、東北農林専門職大学の開学に伴う物品の購入などにより増加。

（１） 印刷物の調達状況

○ 予定価格が250万円を超える印刷物の製造請負は、原則として条件付一般競争入札により調達。
◇ 印刷物製造請負件数（予定価格250万円超)：13件（前年度▲６件）

競争入札によるもの：10件（76.9％） 随意契約によるもの：３件（23.1％）
・ 随意契約による調達は、印刷物の原版を所有するなど競争入札に適さないものや障がい者支援

施設等から調達したものなど。

（２） 印刷物の最低制限価格の設定状況

○ 印刷物の品質確保を図るため、平成22年度から会計局会計課が発注する予定価格が50万円を
超えるものに設定率を10分の６とした最低制限価格を設定。平成24年度に設定対象を予定価
格30万円以上に引き下げ。平成30年度に設定率を10分の７に引き上げ。

◇ 令和５年度の設定件数：87件
・ うち20件で最低制限価格を下回る失格者が発生。

年度

契約種別

令和３年度 令和４年度 令和５年度

設定件数
うち失格者

あり
設定件数

うち失格者
あり

設定件数
うち失格
者あり

総価契約 61件 17件 63件 12件 75件 20件

単価契約 12件 2件 13件 0件 12件 0件

合 計 73件 19件 76件 12件 87件 20件

失格者発生率 26.0％ 15.8％ 23.0％

（１） 業務委託の調達状況
○ 予定価格が100万円を超える業務委託の一部については、原則として条件付一般競争入札によ

り調達。
◇ 業務委託調達件数（予定価格100万円超)：989件（前年度＋35件）

競争入札によるもの：266件（26.9％） 随意契約によるもの：723件（73.1％）
・ 新型コロナウイルス感染症対策関連の業務は減少したが、それ以外の継続業務が多数あったこ

とから増加。
・ 随意契約による調達は、品質確保の必要性から設備の点検業務等について設置者と契約したも

のや、研修業務等について企画提案等方式で選定した者と契約したものなど。

（２） 業務委託の低入札価格調査制度の運用状況
○ 契約の適正な履行や公正な取引秩序の確保を図るため、平成16年度から、設計金額が700万

円以上の｢建物清掃｣､｢警備｣､｢システムの設計・開発｣の３業務に低入札価格調査制度を導入。
平成22年度に13業務に対象を拡大。

◇ 令和５年度の対象件数：25件
・ うち１件について低入札価格調査を実施した結果、履行可能と判断されたことから最低価格

者と契約を締結。

第２章 地元調達の取組
○ 「物品調達等に係る地元企業への受注機会の拡大等に関する方針（平成21年12月策定）」に

基づき、品質と競争性等に留意しながら、地元企業の受注拡大等に配慮した取組を平成22年度
から実施。

◇ 令和５年度地元調達率（件数ベース：目標95％以上)：物品94.3％、印刷物99.9％、業務委99.4％
・ 印刷物と業務委託においては目標を達成したが、物品においては目標をわずかに下回った。

資料 ２
令 和 ６ 年 ７ 月 ２ 日
会 計 局

１

２

3

年度

調達方法

令和３年度 令和４年度 令和５年度
増減

(R5-R4)

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数

競争入札 12件 80.0％ 16件 84.2％ 10件 76.9％ ▲６件

随意契約 3件 20.0％ 3件 15.8％ 3件 23.1％ ０件

合 計 15件 100.0％ 19件 100.0％ 13件 100.0％ ▲６件

年度

調達方法

令和３年度 令和４年度 令和５年度
増減

(R5-R4)

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数

競争入札 246件 26.5％ 246件 25.8％ 266件 26.9％ 20件

随意契約 681件 73.5％ 708件 74.2％ 723件 73.1％ 15件

合 計 927件 100.0％ 954件 100.0％ 989件 100.0％ 35件

令和３年度 令和４年度 令和５年度

制度対象
うち調査実施
（うち失格者）

制度対象
うち調査実施
（うち失格者）

制度対象
うち調査実施
（うち失格者）

21件 １件（０件） 27件 １件（０件） 25件 １件（０件）

年度

調達方法

令和３年度 令和４年度 令和５年度
増減

(R5-R4)

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数

競争入札 285件 39.7％ 285件 42.2％ 391件 50.5％ 106件

随意契約 433件 60.3％ 391件 57.8％ 384件 49.5％ ▲7件

合 計 718件 100.0％ 676件 100.0％ 775件 100.0％ 99件

区 分
対象金額

（予定価格）
令和３年度 令和４年度 令和５年度

物 品 10万円以下 95.1％ 94.5％ 94.3％

印 刷 物 250万円以下 99.9％ 99.9％ 99.9％

業務委託 100万円以下 99.4％ 99.6％ 99.4％
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